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子ども・子育て支援新制度の概要
子ども・子育て支援新制度の概要
１．子育てに関する現状と課題
・急速な少子化進行と深刻な待機児童問題　　・質の高い幼児期の学校教育・保育提供
・結婚・出産・子育ての希望がかなわない　　・保育の量の拡大と教育・保育の質の改善
・子育て支援の不足と孤立・負担感の増加　　　　～待機児童と少子化への対応～
・子育て支援の制度・財源の縦割り　　　　　・地域の子ども・子育て支援の充実
２．趣旨
（１）質の高い幼児期の学校教育、保育の総合的な提供（幼保連携型認定こども園）
（２）保育の量的拡大・確保、教育・保育の質的改善～待機児童解消、地域保育支援等～
（３）地域の子ども・子育て支援の充実
３．基本理念
（１）すべての子どもの最善の利益が実現される社会を目指す
（２）障害、虐待、貧困、家族の状況等により排除せず、必要に応じて援助等の措置を講じる
（３）保護者は、子育ての第一義的責任を有するも、社会全体が子育てに協力する
＊基本指針（案）の概要については、資料１参照
４．ポイント
（１）認定こども園、幼稚園、保育所を通じた共通の給付（施設型給付）および小規模保育等への給付（地域型保育給付）の創設
（２）地域の実情に応じた子ども・子育て支援（利用者支援、地域子育て支援拠点、放課後児童クラブ等の「地域子ども・子育て支援事業」）の充実
＜子ども・子育て支援法に基づく給付・事業の全体像＞
	子ども・子育て支援給付
	地域子ども・子育て支援事業

	■　施設型給付
・認定こども園、幼稚園、保育所を通じた共通の給付
※私立保育所については、現行どおり、市町村が保育所に委託費を支払い、利用者負担の徴収も市町村が行うものとする
■　地域型保育給付
・小規模保育、家庭的保育、居宅訪問型保育、事業所内保育に対する給付
※　施設型給付・地域型保育給付は、早朝・夜間・休日保育にも対応
■　児童手当
	１．利用者支援（新規）
２．地域子育て支援拠点事業
３．妊婦健康診査　　　
４．乳児家庭全戸訪問事業
５．養育支援訪問事業
６．子育て短期支援事業
７．ファミリー・サポート・センター事業
８．一時預かり　　
９．延長保育事業
10．病児保育事業
11．放課後児童クラブ（学童保育）
12．実費徴収に係る補足給付を行う事業（新規）
13．多様な主体が本制度に参入することを促進するための事業（新規）


＊給付・事業の詳細については、資料２参照
５．制度の仕組み
（１）市町村が実施主体 ～地域ニーズに基づき計画策定、給付・事業実施～
（２）社会全体による費用負担 ～消費税引き上げ額から0.7兆円、その他0.3兆円を確保～
（３）政府の推進体制の整備  ～内閣府（子ども・子育て本部）←厚労省、文科省 ～
子ども・子育て会議を設置し、施策プロセス等に参画・関与（自治体の設置は努力義務）～ 委員は、ステークホルダー（労働者代表、保育団体等）により構成 　資料3参照～
６．市町村の役割～新制度の実施主体として、以下の権限と責務を法定化～
（１）子どもや家庭の状況に応じた給付の保障、事業の実施
（２）質の確保された給付・事業の提供、確実な利用の支援、費用・給付の支払い
（３）計画的な提供体制の確保・基盤整備
注）子ども・子育て支援事業計画（資料4参照）の策定と関係者の意見聴取の義務化
７．市町村議会が関与する主要事項（根拠法令）
（１）条例で定めることが義務化されている事項
・地方版子ども・子育て会議の設置～設置は努力義務～（子ども・子育て支援法77条）
・公立教育・保育施設の設置等(地方自治法244条)

・幼保連携認定こども園の認可基準～政令・中核市のみ～（認定こども園法13条）
・保育所の認可基準～政令・中核市のみ～（児童福祉法45条）
・保育の必要性の認定基準―標準時間と短時間保育の導入―(子ども・子育て支援法19条等)

・地域型保育事業の認可基準（児童福祉法34条）
・放課後児童健全育成事業（放課後児童クラブ）の設備運営基準(児童福祉法34条)

・確認に係る基準事項（子ども・子育て支援法）
　　＊原則として関係条例は、2014年10月までに制定し、その後、認定等を実施する。

　　　国が定めた基準は、資料５参照。
（２）議会が関与する可能性がある事項
・市町村子ども・子育て支援事業計画(子ども・子育て支援法27～30条、附則6条)

・教育・保育の利用料(子ども・子育て支援法61条)

＊計画案は、2014年4月頃に既存施設に対する新制度への移行の意向調査を実施後、2014年夏頃までにとりまとめ、都道府県に提出、2014年度末までに確定する。
８．保育教諭（幼保連携型認定こども園で勤務する保育士、幼稚園教諭の職名）
（１）保育教諭は、幼稚園教諭の免許状と保育士資格を併有する
（２）経過措置として、法施行後5年間は、片方の資格のみでも保育教諭になれる
（３）片方の資格のみの場合は、もう一方の資格取得のために、5年間の経過措置がある
（４）5年後、両資格併有原則を適用することが困難な場合・必要な措置を検討する
（５）公立保育教諭は、基本的に教育公務員のため公立学校共済加入、政治行為が制限される
（６）働き方は、保育士と同様となる。

（７）保育教諭としての新たな資格は検討課題となっている
９．その他の課題
（１）保育士の処遇改善と人材確保
（２）ワーク・ライフ・バランスの推進

資料１

市町村子ども・子育て支援事業計画の作成指針
１．子ども・子育て支援事業計画（ 都道府県・市町村）の作成に関する基本的事項

（１）すべての市町村、都道府県は、子ども・子育て支援法の基本理念及び子ども・子育て支援の意義を踏まえて事業計画を作成。

（２）市町村は、幼児期の学校教育・保育、地域子ども・子育て支援事業についての現在の利用状況＋利用希望を踏まえて計画を作成。

（３）計画作成段階において市町村間の調整、一定期間ごと(例えば四半期ごと)に市町村と都道府県の協議・調整。

２． 市町村子ども・子育て支援事業計画の作成に関する基本的記載事項

（１）教育・保育提供区域の設定（必須記載事項）

①　市町村は、「量の見込み」・「確保方策」を設定する単位として、地域の実情に応じて保護者や子どもが居宅より容易に異動することが可能な区域（「教育・保育提供区域」）を設定。※小学校区、中学校区、行政区などを想定。
②　市町村は、教育・保育提供区域ごとに、計画期間における「幼児期の学校教育・保育の量の見込み（必要利用定員総数）」を定める。

（２）各年度における幼児期の学校教育・保育の量の見込み
（３）教育・保育及び地域型保育事業の提供体制の確保の内容及びその実施時期
（４）特別な支援が必要な子どもが利用可能な教育・保育施設及び地域型保育事業所をあらかじめ把握、計画作成段階で調整。

（５）地域子ども・子育て支援事業の量の見込み、実施しようとする地域子ども・子育て支援事業の提供体制の確保の内容及びその実施時期
　　　※　放課後児童健全育成事業、一時預かり事業、病児保育事業、地域子育て支援拠点事業、ファミリー・サポート・センター事業、子育て短期支援事業など

注）基盤整備は、現在の利用状況と利用希望を踏まえて整備する。

３．市町村子ども・子育て支援事業計画の作成に関する任意記載事項

（１）産後の休業及び育児休業後における特定教育・保育施設等の円滑な利用の確保

市町村は、保護者が、産休・育休明けの希望する時期に円滑に教育・保育施設、地域型保育事業を利用できるよう、休業中の保護者に対して情報提供、計画的に教育・保育施設、地域型保育事業を整備。

（２）専門的知識・技術を要する支援に関する都道府県が行う施策との連携
都道府県が行う施策との連携に関する事項及び各市町村の実情に応じた施策を記載。

注）虐待防止、ひとり親家庭、障害児など特別な支援が必要な子どもの施策の充実

（３）労働者の職業・家庭生活の両立のために必要な雇用環境の整備施策との連携

市町村は、都道府県、地域の企業、労働者団体、都道府県労働局、子育て支援活動を行う団体等と連携しながら、地域の実情に応じた取組を進める。

注）仕事と生活の調和の実現のための働き方の見直、労働者、事業主、住民の理解促進のための広報・啓発、好事例の収集・提供、企業研修の実施等
資料２
国が定めた各種基準
１．政令都市と中核市
（１）幼保連携型認定こども園の学級の編制、職員、設備及び運営に関する基準概要
～　幼保連携認定こども園認可基準（認定こども園法13条）　～
	１．趣旨
就学前の子どもに関する教育、保育等の総合的な提供の推進に関する法律の一部を改正する法律（平成24年法律第66号。以下「一部改正法」という。）の施行に伴い、幼保連携型認定こども園の設備及び運営に関する基準を制定する。
※ 幼保連携型認定こども園の設置認可を行う際の基準について都道府県（指定都市又は中核市の区域内に所在する幼保連携型認定こども園（都道府県が設置するものを除く。）については、当該指定都市又は中核市）が定めることとされている（一部改正法による改正後の就学前の子どもに関する教育、保育等の総合的な提供の推進に関する法律（平成18年法律第77号。以下「改正認定こども園法」という。）第13条第１項、第17条第１項及び第２項）条例について、改正認定こども園法第13条第２項各号に掲げる事項は主務省令で定める基準に従い、その他の事項は主務省令で定める基準を参酌するものとされている（改正認定こども園法第13条第２項）ことから、今般、主務省令（内閣府・文部科学省・厚生労働省令）でこれらの基準を定めるもの。
２．概要（【従】は従うべき基準、【参】は参酌すべき基準）
（１）学級の編制に関する基準
○ 満３歳以上の園児について学級を編制【従】
○ １学級の園児数は35人以下を原則、同年齢の園児による編制を原則【従】
等を定める。
（２）職員に関する基準
○ 各学級ごとに担任する専任の保育教諭等を一人以上必置（専任の副園長・教頭が兼任可、専任の助保育教諭・講師が限定的に代替可）【従】
○ 教育・保育の直接従事職員の職員配置（満4歳以上児30人：1人、満3歳以上満4歳未満児20人：1人、満1歳以上満3歳未満児6人：1人、満1歳未満児3人：1人。ただし、常時2人以上）【従】
○ 調理員を必置（調理業務の全部を委託する場合は不要）【従】
○ 「副園長または教頭」、「主幹養護教諭、看護教諭または養護助教諭」、「事務職員」を置く【参】
等を定める。
（３）設備に関する基準
○ 園舎・園庭を必置、園舎は２階建以下を原則（特別の事情により３階建以上も可）【従】
○ 保育室等は１階に設置（園舎が耐火建築物であること等の一定の基準を満たす場合は２階・３階以上（満３歳未満児に係るものに限る）も可）【従】
○ 園舎・園庭は、同一敷地内・隣接地に設置を原則【従】
○ 園舎面積は、幼稚園基準と保育所基準（満３歳未満児に係る部分に限る）を合算、園庭面積は、満３歳以上児に係る幼稚園基準と保育所基準のいずれか大きい方の面積と満２歳児に係る保育所基準による面積を合算した面積以上、各居室（乳児室、ほふく室、保育室又は遊戯室）の面積は、保育所基準による面積以上【従】
○ 職員室、保健室、調理室、保育室等を必置（特別の事情により保育室と遊戯室、職員室と保健室との兼用可。保育室数は学級数以上）【従】
○ 食事提供方法を外部搬入とする場合で加熱、保存等の調理機能を有する設備を備えるとき、自園調理による食事提供対象園児数が20人未満の場合で必要な調理設備を備えるときは、調理室を備えないことができる【従】
等を定める。
（４）運営に関する基準
○ 教育・保育の期間及び時間については、教育週数39週以上【従】、教育時間４時間【従】、教育・保育時間８時間【参】とする
○ 保育を必要とする園児に対し、自園調理による食事提供を行う義務（保育所基準による要件を満たす場合は外部搬入も可）【従】
○ 人格の尊重【参】、職員の資質向上・研修機会の確保【参】、差別的取扱いの禁止【従】、虐待等の禁止【従】、懲戒権限の濫用禁止【従】、秘密保持の義務【従】、苦情への対応【参】、家庭との連絡・連携【参】
等を定める。
（５）その他
○ みなし幼保連携型認定こども園の職員配置については施行日から５年間、設備については当分の間、なお従前の例によることができること【従】
○ 施行日から起算して５年間は、副園長・教頭の教諭免許状及び保育士資格については、いずれかを有していれば足りるとすること【従】
○ 既存の幼稚園又は保育所から幼保連携型認定こども園に移行する場合における園舎・保育室等・園庭の面積、保育室等を２階以上に設ける場合の待避設備等の要件及び代替地の活用（園庭設置）に関する特例【従】
等を定める。
３．施行期日
一部改正法の施行の日とする。



（２）保育所の認可基準（児童福祉法45条）
　
子ども・子育て支援の質の改善（所要額）（案）
	3歳児を中心とした職員配置の改善
	3歳児の職員配置を改善（20:1→15:1）
	700億円程度

	
	1歳児の職員配置を改善（6:1→5:1）
	670億円程度

	
	4･5歳児の職員配置を改善（30:1→25:1）
	591億円程度


注）子ども・子育て会議（第14回）、子ども・子育て会議基準検討部会（第18回）合同会議資料から抜粋
２．すべての市区町村
（１）保育の必要性の認定基準(子ども・子育て支援法19条等)
～　保育の必要性を認定するための「事由」、「区分」、「優先利用」に関する認定基準　～
（２）家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準概要（児童福祉法34条）
～　市区町村が実施する地域型保育事業を実施するための施設等の認可基準　～
	１．趣旨
平成27年4月の施行を目指している子ども・子育て支援新制度については、従来の認可保育所（利用定員20名以上）の枠組みに加え、小規模保育事業（6名～19名）、家庭的保育事業（5名以下）、保育が必要な者の家庭で保育を行う居宅訪問型保育事業、事業所内保育所を自社労働者の子どもに限らず地域の子どもに開放した場合の4つの類型につき、新たに市町村認可事業として事業類型が設けられることとなった。家庭的保育事業等を行うに当たり、家庭的保育事業者等は、市町村の条例を遵守する必要があり、本省令は市町村の条例を定めるに当たり、従うべき基準又は参酌すべき基準を定めるもの。
２．概要
＜各家庭的保育事業等に共通の事項＞
○　家庭的保育事業者等（居宅訪問型保育事業者を除く）は利用乳幼児に対する保育が適正かつ確実に行われ、家庭的保育事業者等による保育の提供の終了後も満３歳以上の児童に対して必要な保育が継続的に提供されるよう、連携協力を行う保育所、幼稚園又は認定こども園を適切に確保しなければならない。
○　家庭的保育事業者等は、利用乳幼児に食事を提供するときは、当該家庭的保育事業所等内で調理する方法により行わなければならない。
○　その上で、特例として、食事の提供について、連携施設や同一・系列法人が運営する小規模保育事業、社会福祉施設、病院からの搬入を行うことも可能とする。また、離島などの地域においては学校、学校給食センターからの搬入も可とする。
○　利用乳幼児に対し、利用開始時の健康診断、少なくとも一年に二回の定期健康診断及び臨時の健康診断を学校保健安全法に規定する健康診断に準じて行わなければならない。
＜家庭的保育事業＞
　○　家庭的保育事業は家庭的保育者の居宅その他の場所であって、以下の要件を満たす場所で実施するものとする。
　　・保育を行う専用の部屋（9.9㎡以上（保育する乳幼児が3人を超える場合には1人につき3.3㎡を加えた面積））を設けること
　　・衛生的な調理設備及び便所を設けること
　　・同一の敷地内に乳幼児の屋外における遊戯等に適した広さの庭（満二歳以上の幼児1人につき3.3㎡以上。代替地も可）があること
　　・火災報知器及び消火器を設置するとともに、消火訓練及び避難訓練を定期的に実施すること
　○　家庭的保育事業を行う場所には、家庭的保育者、嘱託医及び調理員を置かなければならない。ただし、調理業務の全部を委託する場合、3人以下の保育を行う場合であって家庭的保育補助者が調理を行う場合、搬入施設から食事を搬入する場合、調理員を置かないことができる。
　○　家庭的保育者1人が保育することができる乳幼児の数は、3人以下とする。ただし、家庭的保育者が、家庭的保育補助者とともに保育する場合には、5人以下とする。
　○　家庭的保育事業における保育時間は、1日につき8時間を原則とし、乳幼児の保護者の労働時間その他家庭の状況等を考慮して、家庭的保育事業を行う者が定める。（小規模保育、居宅訪問型保育、事業所内保育も同様）
　○　家庭的保育事業者は、保育指針に準じ、家庭的保育事業の特例に留意して、保育する乳幼児の心身の状況等に応じた保育を提供しなければならない。（小規模保育、居宅訪問型保育、事業所内保育も同様）
＜小規模保育事業＞
　○　乳児又は満2歳に満たない幼児を利用させる小規模保育事業所には、乳児室又はほふく室（1人につき3.3㎡以上であること）、調理設備及び便所を設けること。
○　乳児室等を２階以上に設ける場合の建物は、建築基準法第2条第9号の2に規定する耐火建築物又は同条第9号の3に規定する準耐火建築物であることのほか、所定の防火設備などが備わっているものとする。
○　満2歳以上の幼児を利用させる小規模保育事業所A型及びB型には、保育室又は遊戯室（1人につき1.98㎡以上であること）、屋外遊技場（1人につき3.3㎡以上であること）（代替地含む。）、調理設備及び便所を設けること。
○　満2歳以上の幼児を利用させる小規模保育事業所C型には、保育室又は遊戯室（1人につき3.3㎡以上であること）、屋外遊技場（1人につき3.3㎡以上であること）（代替地含む。）、調理設備及び便所を設けること。
　○　小規模保育事業所A型には、保育士、嘱託医及び調理員を置かなければならない。ただし、調理業務の全部を委託する事業所又は搬入施設から食事を搬入する事業所にあっては、調理員を置かないことができる。
　○　小規模保育事業所A型については、保育士の数は、次の区分ごとに応じ、各号に定める数の合計数に１を加えた数以上とする。
　　①　乳児　おおむね３人につき１人
　　②　満１歳以上満３歳に満たない幼児　おおむね６人につき１人
　　③　満３歳以上満４歳に満たない児童　おおむね２０人につき１人
　　④　満４歳以上の児童　おおむね３０人につき１人
○　小規模保育事業所B型には、保育士その他保育に従事する職員として市町村が行う研修を終了した者、嘱託医及び調理員を置かなければならない。ただし、調理業務の全部を委託する事業所又は搬入施設から食事を搬入する事業所にあっては、調理員を置かないことができる。
○　小規模保育事業所B型の保育従事者の数は、次の区分ごとに応じ、各号に定める数の合計数に１を加えた数以上とし、そのうち半数は保育士とする。
　①　乳児　おおむね３人につき１人
　②　満１歳以上満３歳に満たない幼児　おおむね6人に1人
　③　満３歳以上満４歳に満たない児童　おおむね２０人に1人
　④　満４歳以上の児童　おおむね３０人に１人
○　小規模保育事業所C型には、家庭的保育者、嘱託医及び調理員を置かなければならない。ただし、調理業務の全部を委託する事業所又は搬入施設から食事を搬入する事業所にあっては、調理員を置かないことができる。
　○　小規模保育事業所C型においては、家庭的保育者1人が保育することができる乳幼児の数は、3人以下とする。ただし、家庭的保育者が、家庭的保育補助者とともに保育する場合には5人以下とする。
　○　小規模保育事業Ｃ型はその利用定員を6人以上10人以下とする。
＜居宅訪問型保育事業＞
○　居宅訪問型保育事業は、次の各号に掲げる保育を提供するものとする。
①　障害、疾病等の程度を勘案して集団保育が著しく困難であると認められる乳幼児に対する保育
②　子ども・子育て支援法第34条第5項又は第46条第5項の規定による便宜の提供に対応するために行う保育
③　児童福祉法（昭和22年法律第164号）第24第5項に規定する措置に対応するために行う保育
④　母子家庭等の乳幼児の保護者が夜間及び深夜の勤務に従事する場合への対応等、保育の必要の程度及び家庭等の状況を勘案し、居宅訪問型保育を提供する必要が高いと市町村が認める乳幼児に対する保育
⑤　離島その他の地域であって、居宅訪問型保育事業以外の家庭的保育事業等の確保が困難であると市町村が認めるものにおいて行う保育
　○　居宅訪問型保育事業は、家庭的保育者1人が保育できる乳幼児の数は1人とする。
　○　居宅訪問型保育事業者は、保育を行う乳幼児の障害、疾病等の状態に応じ、適切な専門的な支援その他の便宜の供与を受けられるよう、あらかじめ、連携する障害児入所支援施設を適切に確保しなければならない。ただし、離島その他の地域であって、居宅訪問型保育連携施設の確保が著しく困難であると市町村が認める居宅訪問型保育事業者については、この限りでない。
＜事業所内保育事業＞
　○　事業所内保育事業者は、利用定員に応じ、本省令で定める数を踏まえて市町村が定める乳幼児数以上の定員枠を設けなくてはならない。
利用定員数
その他の乳児又は幼児の数
1～5人
1人
6人～7人
2人
8人～10人
3人
11人～15人
4人
16人～20人
5人
21人～25人
6人
26人～30人
7人
31人～40人
10人
41人～50人
12人
51人～60人
15人
61人～70人
20人
71人以上
20人
○　乳児室等を2階以上に設ける場合の建物は、建築基準法第2条第9号の2に規定する耐火建築物又は同条第9号の3に規定する準耐火建築物であることのほか、所定の防火設備などが備わっているものとする。
○　乳児又は満2歳に満たない幼児を利用させる保育所型事業所内保育所（利用定員20名以上）には、乳児室（1人につき1.65㎡以上であること）又はほふく室（1人につき3.3㎡以上であること）、医務室、調理室（保育所型事業所内保育事業所を設置及び管理する事業主が事業場に附属して設置する炊事場を含む。）及び便所を設ける。
○　満2歳以上の幼児を入所させる保育所型事業所内保育事業所には、保育室又は遊戯室（1人につき1.98㎡以上であること）、屋外遊戯室（代替地含む。1人につき3.3㎡以上であること）、調理室（保育所型事業所内保育事業所を設置及び管理する事業主が事業場に附属して設置する炊事場を含む。）及び便所を設けること。
○　保育所型事業所内保育所には、保育士、嘱託医及び調理員を置かなければならない。ただし、調理業務の全部を委託する事業や搬入施設から食事を搬入する事業所にあっては調理員を置かないことができる。
○　保育所型事業所内保育事業を行う者にあっては、連携施設を確保しないことができる。
○　小規模型事業所内保育事業所（利用定員19人以下）には、保育士その他保育に従事する職員として市町村長が行う研修を終了した者、嘱託医及び調理員を置かなければならない。ただし、調理業務の全部を委託する事業所又は搬入施設から食事を搬入する事業所にあった場合、調理員を置かないことができる。
○　小規模型事業所内保育事業の保育従事者の数は、次の区分ごとに応じ、各号に定める数の合計数に１を加えた数以上とし、そのうち半数は保育士とする。
　①　乳児　おおむね３人につき１人
　②　満１歳以上満３歳に満たない幼児　おおむね6人に1人
　③　満３歳以上満４歳に満たない児童　おおむね20人に1人
　④　満４歳以上の児童　おおむね30人に１人
＜経過措置＞
○　現在、自園で調理を行っていない場合については、この省令の施行の日から起算して５年を経過する日までの間は経過措置として、食事の提供や調理員の配置の規定について適用しないことができる
○　連携施設の確保が著しく困難であって子ども・子育て支援法第59条第4号に規定する事業による支援その他の必要な適切な支援を行うことができると資料村が認める場合には、省令の施行の日から5年を経過するまでの間、確保しないことができる。
○　小規模保育事業Ｃ型にあっては、省令の施行の日から起算して5年を経過する日までの間、利用定員を6人～15人以下とすることができる。
３．施行期日
　子ども・子育て支援法及び就学前の子どもに関する教育、保育等の総合的な提供の推進に関する法律の施行に伴う関係法律の整備に関する法律（平成２４年法律第６７号）の施行の日とする。



（３）放課後児童健全育成事業の設備及び運営に関する基準概要(児童福祉法34条)

～　市区町村が実施する放課後児童クラブ（学童保育）を実施するための認可基準　～
	１．趣旨
（１）放課後児童健全育成事業の従事者及びその員数については、従うべき基準とする。

（２）従事者及びその員数以外の事項については、参酌すべき基準とする。
（３）設備運営基準は、市区町村長の監督に属する事業を利用している児童（以下、利用者）が、明るくて、衛生的な環境において、素養があり、かつ、適切な訓練を受けた職員の支援により、心身ともに健やかに育成されることを保障する。

（４）厚生労働大臣は、設備運営基準を常に向上させるように努める。
２．最低基準
（１）市区町村が条例で定める最低基準の目的は、利用者が、明るくて、衛生的な環境において、素養があり、かつ、適切な訓練を受けた職員の支援により、心身ともに健やかに育成されることを保障する。

（２）市区町村長は、児童福祉審議会を設置している場合にあってはその意見を、設置していない場合は、保護者、児童福祉に係る当事者の意見を聴き、放課後児童健全育成事業者（以下、事業者）に対し、最低基準を超えて、設備・運営向上するよう勧告ができる。

（３）市区町村は、最低基準を常に向上させるように努める。

（４）事業者は、最低基準を超えて、常にその設備及び運営を向上させなければならない。

（５）最低基準を超えて設置・運営をしている事業者は、最低基準に合わせて設備等を低下させてはならない。

３．一般原則
（１）放課後児童健全育成事業における支援は、保護者が労働等により昼間家庭にいない小学校就学児童に、家庭、地域等との連携の下、発達段階に応じた主体的な遊びや生活が可能となるよう、児童の「自主性」、「社会性・創造性の向上」、「基本的生活習慣の確立」等を図ることで、児童の健全育成を図ることを目的として行われなければならない。
（２）利用者の人権に十分配慮し、個々の人格を尊重して運営を行わなければならない。
（３）事業者は、地域社会との交流・連携を図り、児童の保護者及び地域社会に対し、事業者が行っている事業の運営内容を適切に説明するよう努めなければならない。

（４）事業者は、運営内容を、自ら評価し、その結果を公表するよう努めなければならない。
（５）事業を行う場所（以下、事業所）の構造・設備は、採光、換気等利用者の保健衛生及び危害防止に十分な考慮を払って設けなければならない。

（６）事業者は、軽便消火器等の消火用具、非常口等の非常災害に必要な設備を設けるとともに、非常災害に対する具体的計画を立て、不断の注意と訓練に努めなければならない。

（７）避難及び消火に対する訓練は、定期的に行わなければならない。
４．放課後児童健全育成事業者の職員の一般的要件

（１）放課後児童健全育成事業において利用者支援に従事する職員（以下、職員）は、健全な心身を有し、豊かな人間性と倫理観を備え、児童福祉事業に熱意のある者であって、できる限り児童福祉事業の理論及び実際について訓練を受けた者でなければならない。

（２）職員は、常に自己研鑽さんに励み、児童の健全な育成を図るために必要な知識及び技能の修得、維持及び向上に努めなければならない。

（３）事業者は、職員の資質の向上のための研修の機会を確保しなければならない。
５．設備の基準

（１）事業所には、遊び・生活の場としての機能と静養するための機能を備えた区画（以下、専用区画）を設けるほか、支援提供に必要な設備・備品等を備えなければならない。

（２）専用区画の面積は、児童1人につきおおむね1.65㎡以上でなければならない。
（３）「専用区画と必要な設備及び備品等（以下、専用区画等）」は、事業所開所時間帯を通じて当該事業の専用でなければならない。ただし、利用者の支援に支障がない場合は、この限りでない。

（４）専用区画等は、衛生及び安全が確保されたものでなければならない。
６．職員

（１）事業者は、事業所ごとに、放課後児童支援員を置かなければならない。
（２）放課後児童支援員の数は、支援の単位ごとに2人以上とする。ただし、その1人を除き、補助員（放課後児童支援員が行う支援について放課後児童支援員を補助する者）をもってこれに代えることができる。

（３）放課後児童支援員は、次の各号のいずれかの該当者であって、都道府県知事が行う研修を修了したなければならない。
　①　保育士の資格を有する者

　②　社会福祉士の資格を有する者

　③　学校教育法（昭和22年法律第26号）の規定による高等学校（旧中等学校令（昭和18年勅令第36号）による中等学校を含む。）若しくは中等教育学校を卒業した者、同法第90条第2項の規定により大学への入学を認められた者若しくは通常の課程による12年の学校教育を修了した者（通常の課程以外の課程によりこれに相当する学校教育を修了した者を含む。）又は文部科学大臣がこれと同等以上の資格を有すると認定した者（第九号において「高等学校卒業者等」という。）であって、2年以上児童福祉事業に従事したもの

　④　学校教育法の規定により、幼稚園、小学校、中学校、高等学校又は中等教育学校の教諭となる資格を有する者

　⑤　学校教育法の規定による大学（旧大学令（大正7年勅令第388号）による大学を含む。）において、社会福祉学、心理学、教育学、社会学、芸術学若しくは体育学を専修する学科又はこれらに相当する課程を修めて卒業した者

　⑥　学校教育法の規定による大学において、社会福祉学、心理学、教育学、社会学、芸術学若しくは体育学を専修する学科又はこれらに相当する課程において優秀な成績で単位を修得したことにより、同法第102条第2項の規定により大学院への入学が認められた者

　⑦　学校教育法の規定による大学院において、社会福祉学、心理学、教育学、社会学、芸術学若しくは体育学を専攻する研究科又はこれらに相当する課程を修めて卒業した者

　⑧　外国の大学において、社会福祉学、心理学、教育学、社会学、芸術学若しくは体育学を専修する学科又はこれらに相当する課程を修めて卒業した者

　⑨　高等学校卒業者等であり、かつ、2年以上放課後児童健全育成事業に類似する事業に従事した者であって、市町村長が適当と認めたもの

（４）支援の単位は、放課後児童健全育成事業における支援であって、その提供が同時に一又は複数の利用者に対して一体的に行われるものをいい、一の支援の単位を構成する児童の数は、おおむね40人以下とする。

（５）放課後児童支援員及び補助員は、支援の単位ごとに専ら当該支援の提供に当たる者でなければならない。ただし、利用者が20人未満の事業所で、支援員のうち1人を除いた者又は補助者が同一敷地内にある他の事業所、施設等の職務に従事している場合、その他の利用者支援に支障がない場合は、この限りでない。

７．利用者を平等に取り扱う原則等
（１）事業者は、利用者の国籍、信条、社会的身分により、差別的取扱いをしてはならない。

（２）職員は、利用者の心身に有害な影響を与える虐待行為をしてはならない。

（３）事業者は、利用者の使用する設備、食器等、飲用水の衛生管理をしなければならない。

（４）事業者は、事業所において感染症、食中毒が発生、まん延しないように努めなければならない。

（５）事業所には、必要な医薬品備え、管理を適正に行わなければならない。

８．運営規程

（１）事業者は、事業所ごとに、次の運営規程を定めておかなければならない。

　①　事業の目的及び運営の方針

　②　職員の職種、員数及び職務の内容

　③　開所している日及び時間

　④　支援の内容及び当該支援の提供につき利用者の保護者が支払うべき額

　⑤　利用定員

　⑥　通常の事業の実施地域

　⑦　事業の利用に当たっての留意事項

　⑧　緊急時等における対応方法

　⑨　非常災害対策

　⑩　虐待の防止のための措置に関する事項

　⑪　その他事業の運営に関する重要事項

（２）事業者は、職員、財産、収支及び利用者の処遇の状況を明らかにする帳簿を整備しておかなければならない。

（３）職員は、正当な理由なく、業務上知り得た利用者、家族の秘密を漏らしてはならない。

（４）事業者は、職員であった者の守秘義務を守るための措置を講じなければならない。

（５）事業者は、利用者、保護者等からの苦情に迅速かつ適切に対応するために、苦情を受け付けるための窓口を設置する等の必要な措置を講じなければならない。

（６）事業者は、支援に関し、市区町村から指導、助言を受けた場合は、それに従って必要な改善を行わなければならない。

（７）事業者は、社会福祉法（昭和26年法律第45号）第83条に規定する運営適正化委員会が行う同法第85条第1項の規定による調査にできる限り協力しなければならない。

　（開所時間及び日数）

（８）事業者は、事業所開所時間について、次の区分に定める時間以上を原則として、地域の保護者の労働時間、小学校の授業終了時刻等を考慮して、事業所ごとに定める。

　①　小学校の授業の休業日は、1日につき8時間

　②　小学校の授業の休業日以外の日は、1日につき3時間

（９）事業者は、事業所開所日数は、1年250日以上を原則として、地域の保護者の就労日数、小学校の授業の休業日等を考慮して、当該事業所ごとに定める。
（10）事業者は、常に保護者と密接な連絡をとり、利用者の健康・行動を説明するとともに、支援内容等に保護者の理解と協力を得るよう努めなければならない。

（11）市区町村、児童福祉施設、小学校等、関係機関と密接に連携して利用者支援に当たらなければならない。

（12）事業者は、事故発生時には、速やかに、市区町村、保護者等に連絡を行うとともに、必要な措置を講じなければならない。
（13）事業者は、賠償すべき事故が発生した場合は、損害賠償を速やかに行わなければならない。

８．その他
（１）経過措置として、 施行日から 平成32年3月31日までの間は、放課後児童支援員の資格 について、「都道府県知事が行う研修を了した者」に、平成32年3月31日までに修了することを予定している者を含めること
（２） 施行期日は、子ども・子育て支援法 整備法の施行日とする。



（４）特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営に関する基準案の概要
～　確認に関する運営基準（子ども・子育て支援法）～
	１．趣旨
平成27年4月の施行を目指している子ども・子育て支援新制度については、市町村の確認を受けた特定教育・保育施設や特定地域型保育事業において、こどもが教育・保育を受けた場合、保護者が特定教育・施設に支払うべき額を限度として、施設型給付費や地域型保育給付費として施設が受け取ることができることとしているところ。
これに伴い、特定教育・保育施設の設置者や特定地域型保育事業者については、本府令を従うべき基準又は参酌すべき基準として定めた市町村の条例による運営に関する基準を満たす必要があるとされており、今般、内閣府令において当該基準を定めるもの。
２．概要（【従】は従うべき基準、【参】は参酌すべき基準）
（１）特定教育・保育施設の運営に関する基準
（Ⅰ）利用定員に関する基準
○ 子ども・子育て支援法（平成24年法律第65号）（以下「法」という。）第27条第１項の確認を受ける保育所、認定こども園については、利用定員20名以上とする。【従】
○ 利用定員は、子ども・子育て支援法第19条に掲げる区分（ただし、法第19条第1項第3号に掲げる小学校就学前子どもの区分にあっては、満1歳に満たない子ども及び満1歳以上の子どもに区分する。）ごとに利用定員を定めるものとする【従】。
（Ⅱ）運営に関する基準
○ 利用申込者に対し、運営規程概要、職員の勤務体制等の重要事項を記した文書を交付・説明し、特定教育・保育の提供の開始について利用者の同意を得なければならない。【従】
○ 支給認定保護者から利用の申込みを受けたときは、正当な理由がなければ、これを拒んではならない。【従】
○ 特定教育・保育施設（幼稚園又は認定こども園）は、利用申込みに係る法第19条第1項第1号に掲げる子どもの数及び現に利用している１号認定の総数が法第19条第1項第１号に掲げる認定子どもの区分に係る利用定員の総数を超える場合においては、抽選、申込みを受けた順序、当該特定教育・保育施設の設置者の教育・保育に関する理念、基本方針等に基づく選考その他公正な方法により選考しなければならない。【従】
○ 特定教育・保育施設（保育所又は認定こども園）は、利用申込みに係る２号又は３号認定こどもの数及び現に利用している２号又は３号認定子どもの総数が、２号又は３号認定の利用定員の総数を超える場合においては保育の必要の程度及び家族等の状況を勘案し、保育を受ける必要性が高いと認められる子どもが優先的に利用できるよう、選考するものとする。【従】
○ 特定教育・保育施設は、自ら適切な教育・保育を提供することが困難である場合は、適切な特定教育・保育施設又は特定地域型保育事業を紹介する等の適切な措置を講じるものとする。【参】
○ 特定教育・保育施設（保育所又は認定こども園）の利用について、当該施設の利用について法第４２条第１項の規定により市町村が行うあっせん及び要請又は児童福祉法（昭和22年法律第164号）第24条第３項（附則第73条第１項の規定により読み替えて適用する場合を含む。）の規定により市町村が行う調整及び要請に対し、できる限り協力しなければならない。【従】
○ 特定教育・保育施設は、特定教育・保育の提供を求められた場合は、支給認定証により支給認定の有無、有効期間等を確かめることとする。（※）【参】
○ 特定教育・保育施設は、支給認定を受けていない保護者から利用の申し込みがあった場合は、当該申請が行われるよう必要な援助を行うこと。（※）【参】
○ 特定教育・保育施設は、子どもの心身の状況、置かれている環境等の把握に努めることとする。【参】
○ 特定教育・保育の提供の終了に際して、小学校における教育又は他の特定教育・保育施設等において継続的に提供される教育・保育との円滑な接続に資するよう、密接な連携に努めなければならない。（※）【参】
○ 特定教育・保育施設は、特定教育・保育の提供に当たり、提供日及び内容その他必要な事項を記録しなければならない。（※）【参】
○ 特定教育・保育を提供した際は、支給認定保護者から当該特定教育・保育に係る利用者負担額の支払いを受けるものとする。【従】
○ 特定教育・保育の提供に当たって、当該特定教育・保育の質の向上を図る上で特に必要であると認められる対価について、当該特定教育・保育に要する費用として見込まれるものの額と特定教育・保育費用基準額との差額に相当する金額の範囲内で設定する額の支払いを支給認定保護者から受けることができる。【従】
○ また、特定教育・保育において提供される便宜に要する費用のうち、次に掲げる費用の額の支払いを支給認定保護者から受けることができる。【従】
① 日用品、文房具等の購入に要する費用
② 特定教育・保育等に係る行事への参加に要する費用
③ 食事の提供に要する費用
④ 特定教育・保育施設に通う際に提供される便宜に要する費用
⑤ 上に掲げるもののほか、特定教育・保育において提供される便宜に要する費用のうち、特定教育・保育施設の利用において通常必要とされるものに係る費用であって、支給認定保護者に負担させることが適当と認められるもの
○ 特定教育・保育施設は、上記の支払いを受ける額のほか、直接支給認定子どもの便益を向上させるものであって、支給認定保護者に支払いを求めることが適当である便宜について、当該便宜にかかる費用の額の支払を当該支給認定保護者から受けることができる。【従】
○ 特定教育・保育施設は、前3項の金銭の支払いを求める際には、あらかじめ金銭の支払いを求める理由について、保護者に説明を行い、同意を得ることとする。【従】
○ 次に掲げる施設の区分に応じて、それぞれ定めるものに基づき、子どもの心身の状況等に応じて、特定教育・保育の提供を適切に行わなければならない。【従】
①幼保連携型認定こども園 幼保連携型認定こども園教育・保育要領
②認定こども園（①を除く） 幼稚園教育要領及び児童福祉施設の設備及び運営に関する基準第35条の規程に基づき保育所における保育の内容について厚生労働大臣が定める指針（このほか、幼保連携型認定こども園教育・保育要領を踏まえなければならない）
③幼稚園 幼稚園教育要領
④保育所 児童福祉施設の設備及び運営に関する基準第35条の規程に基づき保育所における保育の内容について厚生労働大臣が定める指針
○ 提供する特定教育・保育の質の評価を行い、常にその改善を図らなければならない。また、定期的に保護者その他の関係者による評価又は外部の者による評価を受けて、結果を公表し、改善を図るよう努めなければならない。【参】
○ 常に支給認定子どもの心身の状況、その置かれている環境等の的格な 把握に努め、子ども又は保護者に対し、その相談に適切に応じるとともに、必要な助言等を行わなければならない。（※）【参】
○ 職員は、現に特定教育・保育の提供を行っているときに子どもの体調の急変が生じた場合等には、速やかに当該子どもの保護者又は医療機関への連絡を行う等の必要な措置を講じなければならない。（※）【参】
○ 特定教育・保育施設は、次に掲げる施設の運営についての重要事項に関する規程を定めておかなければならない。【参】
① 施設の目的及び運営の方針
② 提供する特定教育・保育の内容
③ 職員の職種、員数及び職務の内容
④ 特定教育・保育の提供を行う日及び時間、提供を行わない日
⑤ 支給認定保護者から受領する利用者負担その他の費用の種類、支払いを求める理由及びその額
⑥ 認定区分ごとの利用定員
⑦ 特定教育・保育施設の利用の開始、終了に関する事項及び利用に当たっての留意事項
⑧ 緊急時等における対応方法
⑨ 非常災害対策
⑩ 虐待の防止のための措置に関する事項
⑪ その他重要事項
○ 特定教育・保育施設は、職員の勤務の体制を定めておかなければならない。また、職員の資質の向上のために、その研修の機会を確保しなければならない。【参】
○ 利用定員を超えて特定教育・保育の提供を行ってはならない。ただし、所定のやむを得ない事情がある場合は、この限りでない。【参】
○ 特定教育・保育施設は、当該特定・教育保育施設の見やすい場所に運営規定の概要、職員の勤務の体制、利用者負担その他の利用申込の特定教育・保育施設の選択に資すると認められる重要事項を掲示しなければならない。（※）【参】
○ 子どもの国籍、心情、社会的身分又は特定教育・保育の提供に要する費用を負担するか否かによって、差別的取扱いをしてはならない。（※）【従】
○ 職員は、子どもに、その心身に有害な影響を与える行為をしてはならない。（※）【従】
○ 特定教育・保育施設（幼保連携型認定こども園及び保育所に限る）の長たる管理者は、児童福祉法第47条第3項の規定により懲戒に関しその子どもの福祉のために必要な措置を採るときは、身体的苦痛、人格を辱める等権限を濫用してはならない。（※）【従】
○ 職員及び管理者は、正当な理由がなく、その業務上知り得た子ども又はその家族の秘密を漏らしてはならない。また、職員であった者が、正当な理由なく、業務上知り得た子ども又はその家族の秘密を漏らすことがないよう必要な措置を講じなければならない。（※）【従】
○ 提供する特定教育・保育の内容に関する情報の提供を行うよう努めなければならない。（※）【参】
○ 当該特定教育・保育施設を紹介することの対償として、金品その他の財産上の利益を供与してはならない。（※）【参】
○ 提供した特定教育・保育に関する支給認定子どもの家族からの苦情に迅速且つ適切に対応するために必要な措置を講じなければならない。また、苦情を受け付けた場合には、当該苦情の内容等を記録しなければならない。（※）【参】
○ 提供した教育・保育に関し、市町村が行う報告又は当該市町村の職員からの質問等に応じ、又は苦情に関して市町村が行う調査に協力するとともに、市町村から指導又は助言を受けた場合は、必要な改善を行うこと。（※）【参】
○ 事故の発生又は再発防止のため、以下のような措置を講じなければならない。（※）【従】
① 事故が発生した場合の対応、報告の方法等が記載された事故発生の防止のための指針を整備すること
② 事故が発生した場合、それに至る危険性がある事態が生じた場合に、報告、分析を通じた改善策を従業員に周知徹底する体制を整備すること
③ 事故発生の防止のための委員会及び従業者に対する研修を定期的に行うこと
○ 子どもに対する特定教育・保育の提供により事故が発生した場合は、速やかに市町村、子どもの家族に連絡を行うとともに、必要な措置を講じなければならない。（※）【従】
○ 事故の状況及び事故に際して採った処置について記録しなければならない。（※）【従】
○ 賠償すべき事故が発生した場合は、速やかに行わなければならない。（※）【従】
○ 特定教育・保育事業の会計をその他の事業の会計と区分しなければならない。（※）【参】
○ 職員、設備及び会計に関する諸記録を整備しておかなければならない。【参】
（Ⅲ）特例施設型給付費に関する基準
○ 特別利用保育を提供する際には、児童福祉法第45条第1項の規定により都道府県等が定める児童福祉施設の設備及び運営の基準を遵守すること。【従】
○ 特別利用保育を提供する際には、特別利用保育に係る子どもと法第19条第1項第2号に掲げる利用中の子どもの総数が、利用定員の数を超えないものとする。【従】
○ 特別利用教育を提供する際には、学校教育法第3条に規定する学校の 設備、編成そ　の他に関する設置基準を遵守すること。【従】
○ 特別利用教育を提供する際には、特別利用教育に係る子どもと法第19条第1項第1号に掲げる利用中の子どもの総数が、利用定員の数を超えないものとする。【従】
（２）特定地域型保育事業の運営に関する基準
（Ⅰ）利用定員に関する基準
○ 利用定員については以下のとおりとする。【従】
①家庭的保育事業 1人以上5人以下
②小規模保育事業A型及びB型 6人以上19人以下
③小規模保育事業C型 6人以上10人以下
④居宅訪問型保育事業 1人
○ 上記定員は、事業所ごとに満1歳に満たない子ども及び満1歳以上の子どもに区分して利用定員を定めるものとする。【従】
（Ⅱ）運営に関する基準
○ 利用申込者に対し、運営規程の概要、連携施設の種類、職員の勤務体制等の重要事項を記した文書を交付して説明を行い、当該提供の開始について利用者の同意を得なければならない。【従】
○ 特定地域型保育事業者は、支給認定保護者からの利用の申込みを受け たときは、正当な理由がなければ、これを拒んではならない。【従】
○ 特定地域型保育事業者は、利用の申し込みに係る子どもと利用中の子どもの総数が、利用定員の総数を超える場合においては保育の必要の程度及び家族等の状況を勘案し、保育を受ける必要性が高いとも認められる子どもが優先的に利用できるよう、選考するものとする。【従】
○ 特定地域型保育事業者は、自ら適切な教育・保育を提供することが困 難である場合は、連携施設その他の適切な特定教育・保育施設又は特定地域型保育事業を紹介する等の適切な措置を講じるものとする。【参】
○ 特定地域型保育事業の利用について、法第54条第１項の規定により市町村が行うあ　っせん及び要請又は児童福祉法第24条第３項（附則第73条第１項の規定により読み替えて適用する場合を含む。）市町村が行う調整及び要請に対し、できる限り協力しなければならない。【従】
○ 特定地域型保育事業者は、子どもの心身の状況、置かれている環境等の把握につとめることとする。【参】
○ 特定地域型保育事業者（居宅訪問型保育事業を行う者を除く。）は、連携協力を行う特定教育・保育施設を適切に確保しなければならない。（利用定員が20人以上の事業所内保育事業を行う者を除く。）【従】
○ 居宅訪問型事業を行うものは、乳幼児に対する保育を行う場合にあっては、あらかじめ連携する障害児入所支援施設その他の市町村の指定する施設を適切に確保しなければならない。ただし離島その他の地域であって、連携する施設の確保が著しく困難であると市町村が認めるものにおいてはこの限りではない。【従】
○ 特定保育事業者は、特定地域型保育の提供の終了に際しては、支給認定子どもに係る情報の提供その他連携施設等との密接な連携に努めるものとする。【参】
○ 特定地域型保育事業を提供した際は、支給認定保護者から当該特定地域型保育事業に係る利用者負担額の支払いを受けるものとする。【従】
○ 当該特定地域型保育の提供に当たって、当該特定地域型保育児の質の向上を図る上で特に必要であると認められる対価について、当該特定教育・保育に要する費用として見込まれるものの額と特定地域型保育費用基準額との差額に相当する金額の範囲内で設定する額の支払いを支給認定保護者から受け取ることができる。【従】
○ また、特定地域型保育において提供される便宜に要する費用のうち、次に掲げる費用の額の支払いを支給認定保護者から受けることができる。【従】
① 日用品、文房具等の購入に要する費用
② 特定地域型保育等に係る行事への参加に要する費用
③ 特定地域型保育事業を行う事業所に通う際に提供される便宜に要する費用
④ 上に掲げるもののほか、特定地域型保育において提供される便宜に要する費用のうち、特定地域型保育事業の利用において通常必要とされるものに係る費用であって、支給認定保護者に負担させることが適当と認められるもの
○ 特定地域型保育事業者は、上記の支払いを受ける額のほか、直接支給認定子どもの便益を向上させるものであって、支給認定保護者に支払いを求めることが適当である便宜について、当該便宜にかかる費用の額の支払を当該支給認定保護者から受けることができる。【従】
○ 特定地域型保育事業者は、前３項の金銭の支払いを求める際には、あらかじめ金銭の支払いを求める理由について、保護者に説明を行い、同意を得ることとする。【従】
○ 特定地域型保育事業者は、児童福祉施設の設備及び運営基準第35条の規程に基づき　保育所における保育の内容について厚生労働大臣が定める指針に準じ、それぞれの事業の特性に留意し、特定地域型保育の提供を適切に行わなければならない。【従】
○ 提供する特定地域型保育の質の評価を行うとともに、定期的に外部の者による評価を受けて、結果を公表し、改善を図るよう努めなければならない。【参】
○ 特定地域型保育事業者は、次に掲げる施設の運営についての重要事項に関する規程を定めておかなければならない。【参】
① 事業の目的及び運営の方針
② 提供する特定地域型保育の内容
③ 職員の職種、員数及び職務の内容
④ 特定地域型保育の提供を行う日及び時間、提供を行わない日
⑤ 支給認定保護者から受領する利用者負担その他の費用の種類、支払いを求める理由及びその額
⑥ 利用定員
⑦ 特定教育・保育施設の利用開始、終了に関する事項及び利用に当たっての留意事項
⑧ 緊急時等における対応方法
⑨ 非常災害対策
⑩ 虐待の防止のための措置に関する事項
⑪ その他重要事項
○ 特定地域型保育事業者は、特定地域型保育の提供に当たり、事業所ごとに職員の勤務の体制を定めておかなければならない。また、職員の資質の向上のために、その研修の機会を確保しなければならない。【参】
○ 特定地域型保育事業者は、やむを得ない事情がある場合を除き、利用定員の定員を超えて特定地域型保育の提供を行ってはならない。【参】
○ 特定地域型保育事業者は、職員、設備及び会計に関する諸記録を整備しておかなければならない。【参】
○ 特定教育・保育施設の（※）印の規定は、特定地域型保育事業について準用する。
（Ⅲ）特例地域型保育給付費に関する基準
○ 特定地域型保育事業者が法第19条第1号に掲げる小学校就学前子どもに該当する支給認定子どもに対し、特別利用地域型保育を提供する場合には、法第46条第1項に規定する地域型保育事業の認可基準を遵守すること【従】
○ 特別利用地域型保育を提供する場合には、当該特別利用地域型保育に係る子どもと利用中の子どもの総数（法第19条第２号に掲げる小学校就学前子どもに該当する支給認定子どもに対し、特定利用地域型保育を提供する場合には、当該子どもの数を含む。）が、利用定員の数を超えないものとする。【従】
○ 特定地域型保育事業者が法第19条第２号に掲げる小学校就学前子どもに該当する支給認定子どもに対し、特別利用地域型保育を提供する場合には、法第46条第1項に規定する地域型保育事業の認可基準を遵守しなければならない。【従】
○ 特別利用地域型保育を提供する場合には、当該特別利用地域型保育に係る子どもと利用中の子どもの総数（法第19条第１号に掲げる小学校就学前子どもに該当する支給認定子どもに対し、特別利用地域型保育を提供する場合には、当該子どもの数を含む。）が、利用定員の数を超えないものとする。【従】
（３）その他
○ 特定保育所については、特定教育・保育の質の向上を図る上で特に必要であると認められる対価について、受け取りの際に市町村の同意を得ることを要件とする。【従】
○ 特定保育所は、市町村から児童福祉法第24条第1項の規定に基づく保育所における保育を行うことの委託を受けたときは、正当な理由がない限り、これを拒んではならない。【従】
○ 小規模保育事業C型にあっては、この府令の施行の日から起算して5年を経過するまでの間の利用定員は、6人以上15人以下とする。【従】
○ 特定地域型保育事業者は、市町村が認める場合は、この府令の施行の日から5年を経過するまでの間、連携施設を確保しないことができる。【従】
３．施行期日
子ども・子育て支援法の施行の日とする。



自治労の基本的な考え方と今後の取り組み
別紙1
市区町村の直営である公立教育・保育施設を必要とする理由

新制度の実施主体である市区町村は、これまでの保育の実施責任に加えて、以下の役割を担うことになります。また、そのために必要な権限と責務を法律上位置づけられています。そして、子ども・子育て支援に関して、子ども、保護者、事業者に対して利用支援、あっせん、要請、調整、措置をすることになります。
	市区町村の役割
	（１）子どもや家庭の状況に応じた給付の保障、事業の実施
（２）質の確保された給付・事業の提供
（３）給付・事業の確実な利用の支援
（４）事業の費用・給付の支払い
（５）計画的な提供体制の確保・基盤整備


こうした状況から公立の教育・保育施設については、子ども・子育て支援に関する専門機関としての位置づけだけではなく、新制度の実施主体である行政機関の一部および行政直営の専門機関としての果たすべき責務、役割、機能が求められます。
公立教育・保育施設の具体的な責務・役割、機能については、各市区町村の状況に基づき検討し、明確にすることが必要ですが、これまでの自治労の取り組みや民間保育団体の検討状況（参考1～3参照）から以下の役割等が期待されています。
	公立保育・教育施設に求められる責務、役割、機能
１．「事業計画」において定める圏域において、以下の役割を担う。
（１）市区町村が定める圏域において基幹教育・保育施設としての役割を担う。また、基幹施設を、補助・補完するためのサポート施設としての役割を担う。
（２）行政、保健所、児童相談所、民間教育・保育施設（認定こども園、保育所、幼稚園）、保育事業者、児童発達支援センター、発達障害者支援センター、医療機関、NPO、保護者等との連携を強化し、子育て支援ネットワークを構築し、中心的役割を担う。
（３）新制度（基本指針）では、妊娠期・出産時からの子育て支援の必要性が明記されていることから、保健師等と連携し、在宅児および保護者を定期的に訪問し、子育てに関する状況の確認・相談支援を実施する。
（４）様々な機会の活用と新たな機会を創設し、専門性を活かし、関係機関と連携して、親子や民間教育・保育施設等の保育従事者等に対して講習・講座を開催し、地域全体の子育てに関する力量の向上に寄与する。
２．新制度の実施により以下の役割を担う。
（１）小規模保育所等の連携施設としての役割を担う。（次項参照）
（２）障害児や新制度において新たに導入された市区町村が措置する子どもの確実な受入れ施設としての役割や利用者支援を担うなど、子ども・子育てに関する地域（圏域）におけるセーフティーネットおよびワンストップサービスとしての役割を担う。
３．ニーズ調査と既存施設の意向の確認結果を踏まえた役割を担う。
（１）2014年4月以降に既存施設に対する新制度への移行の意向確認は、幼保連携型認定こども園への移行だけではなく、調査結果で判明した子ども・子育て支援拠点等のニーズへの対応まで確認することが必要である。
（２）既存施設の意向の確認結果からニーズに対応した基盤整備が困難である場合は、基盤を整備する責務を担う市区町村としては、直営施設である公立教育・保育施設を活用することで基盤整備を図ることが必要である。
（３）したがって、現段階で民間委託等の方針が示されている場合は、市区町村の基盤整備責務を担う立場を踏まえ保留し、必要に応じた見直しが必要である。なお、公立教育・保育施設が未設置の市区町村については、地域の必要性に応じて、新たに公立教育・保育施設等を設置することが必要である。
４．地方公務員としての役割を担う。
（１）公立教育・保育施設等を利用していない子どもや子育て家庭への支援と民間の教育・保育施設、小規模保育事業者等における保育の質の向上など、地域全体の教育、保育の質の向上と子育て支援を充実するための職務を担う。
（２）専門職としての立場から子ども・子育て支援施策を担当する。



	子ども・子育て会議基準検討部会（第16回）の資料から抜粋
子ども・子育て会議 御中
2014 年3 月12 日
意見書
【連携施設について】
・ 質の向上に極めて重要な、卒園後の受け皿たる連携施設ですが、現状は民間同士の話し合いが基本で、それが締結できなかった際には、自治体が調整を努力義務で行うことになっています。
しかし、連携施設を持てない場合は減算措置等取られることから、特に地域型保育に取っては連携施設を得られるかどうかは大変重要な事項となってきます。しかし、現状は連携を拒否する私立保育所等もしばしば見受けられます。
このため、自治体に対し、積極的に当該自治体の公立保育所が地域型保育の連携施設となることを奨励する通知・通達を出して頂きたいと思います。
NPO 法人 全国小規模保育協議会 理事長
（財）日本病児保育協会 理事長
認定NPO 法人フローレンス 代表理事
駒崎弘樹
注）この資料の全文は、内閣府のホームページで確認できます。



別紙２
地方自治体が定める基準に対する自治労の考え方と要請事項
～　内閣府が示す政省令等を受けて修正＆補強＆作成する　～
１．基本的な考え方
（１）新制度の理念・目的および内閣府の子ども・子育て会議の議論では、教育・保育の質の改善と市区町村の責務を重視する内容であったことを踏まえる。
（２）内閣府が示した基準は、全国共通の最低限の水準としての認識に基づき、それぞれの地域や現場実態に応じて教育・保育の質を改善するための基準の設定が必要である。
（３）教育・保育の質を改善するためには、保育士等の確保と処遇改善が必要である。
	「保育士の処遇改善」について
（１）民間保育所の保育士の賃金は、他の産業と比較して低額であることから、賃金水準の改善と長期に働き続けることを想定した賃金体系を踏まえた公定価格とする。
（２）公立保育所の保育士の多くが臨時・非常勤であるが、人員配置基準に算定される場合をはじめ恒常的な業務を担う場合は、正規職員として配置する。
（３）臨時・非常勤等の保育士等の正職員化が困難な場合であっても、業務実態に応じた処遇改善と子どもや保護者との継続的な関係が必要なことから雇用止めをしない。
（４）常勤換算および派遣労働については、原則として導入しない。
（５）教育・保育施設等に関する国が定める人員配置基準は、子どもに直接処遇している以外の業務（保育計画策定、保護者支援等）を踏まえるとともに研修受講、多様な子どもへの対応および有給休暇の取得も加味すること



２．幼保連携型認定こども園の学級の編制、職員、設備及び運営に関する基準
～　幼保連携型認定こども園認可基準（都道府県、政令・中核市）　～
（１）「学級の編成に関する基準」の1学級の園児数は、小学校等の実態から30人以下を原則とし、併せて保育教諭は、複数配置とする。

　　（道内の状況）

小学校の１学級の園児数について、国の子ども子育て会議においても、実際の学級規模が編成基準を大幅に下回っている状況であることが事務局より説明（1学級30人以下）されている。また、北海道における小学校１学級あたりの生徒数は、ｈ23年度文科省の調査で25.6人ということからも、幼児期から学童期の接続を考慮し1学級30人以下を原則とすべき。
（２）「職員に関する基準」の助保育教諭・講師の代替不可とする。職員配置は、自治労案の反映を求める。自治労案反映が困難な場合は、2014年3月28日の子ども・子育て会議で示した配置基準を求める。なお、基準設定にあたっては、以下の事項を反映する。
①　子どもへの直接処遇については、「個別対応」、「支援児への支援計画作成と実施」、「記録作成」、「短時間・長（標準）時間保育、延長保育」等といった日常的な対応と災害時の避難等の非常事態も加味する。
②　幼稚園免許の更新、研修の受講、有給休暇の取得が保障される配置とする。
③　障害児等の受け入れにあたっては、その子どもが必要とする支援等を確保するための人員配置、体制等（看護師配置、医療機関等との連携等）を盛り込む。
④　保育士等の処遇改善と保育の質の向上のために、最低基準として配置される保育士は、正規職員とし、その他の保育士も正規職員の配置を原則とする。
⑤　臨時・非常勤等であっても労働条件や賃金等についての一定の処遇を確保する。また、雇用止めができないための措置を盛り込む。
⑥　クラス担当・担任については、その責任の重さと継続的な子どもとの関わりが必要であることから正規職員が担うこととする。
（３）「設備に関する基準」の食事提供方法の外部搬入は、3歳未満児には、適用できないが、食育や食物アレルギーへの対応等が必要なことから3歳以上児にも認めない。
（４）「運営に関する基準」の「人格の尊重」等は、施設事業者へ義務化する。併せて、定めた事項は、公開することを義務化する。
（５）「教育・保育の理念・内容・特徴」、「施設運営指針」、「職員の担当する子ども数」、「免許・資格」、「正規・非正規」、「非常勤職員の職務等」、「勤続年数」、「上乗せ徴収の有無・内容」、「事故時対応・過去の状況」、「収支予算・決算」、「自己・第三者評価」、「監査結果」等の公開と労働法令の順守を義務化する。
（６）特定教育・保育施設等が、法令違反や応諾義務の不履行などがあった場合は、市区町村は、勧告や認可・確認の取り消しができることを明記する。
＜関連事項＞
保育士資格または幼稚園教諭免許のいずれか一方しか所持していない場合は、所持していない資格等を取得するための支援・配慮（資格取得費用、職免等）の確保を求める。
　
３．保育の必要性の認定基準(子ども・子育て支援法19条等)
～　内閣府が示す政省令等を受けて作成する　～
４．地域型保育事業の認可基準（児童福祉法34条）
地域型保育事業を実施する場合は、連携施設を確保することを義務化する。また、地域型保育事業者が、連携施設を確保することが困難な場合は、公立教育・保育施設が、連携施設としての役割を果たすことを明記する。
５．放課後児童健全育成事業（放課後児童クラブ）の設備運営基準(児童福祉法34条)
（１）「職員関係」について
①　放課後児童クラブには、放課後児童支援員を配置することを義務化する。
②　放課後児童支援員は、放課後児童支援員実務研修を修了した者とし、この研修の受講資格者は、保育士、教諭等とすることを義務化する。
③　一の支援単位を構成する児童数（児童の集団規模）は、おおむね 40 人以下とする。

④　児童20人につき1人以上の放課後児童支援員を配置する。ただし保育時間中は安全確保の観点から複数配置とし、1学童保育所につき2人を下回ることはできない。40人を超えた場合は3人以上を配置することを義務化する。
⑤　職員の正規雇用と処遇改善および研修を保障する責務を義務化する。
（２）「設備関係」について
①　専用区画の面積は、児童1人につき概ね1.65㎡以上（ロッカーや玄関等は除く）とする。
②　専用区画は、子どもの成長を考慮しつつ、改善努力を続けることとする。
③　専用区画は、明確な仕切りを設けることとする。（カーテン不可）
（３）「情報公開」について
「施設の目的及び運営の方針」、「職員の担当する子ども数」、「免許・資格」、「正規・非正規」、「非常勤職員の職務等」、「勤続年数」、「収支予算・決算」、「自己・第三者評価」、「監査結果」等の重要事項に関する規定を定めることおよび公開することも義務化する。また、労働法令の順守も同様とする。
（４）「指定管理者制度」について
本事業については、安定性、継続性、専門性の確保が必要なため、指定管理者制度を導入すべきではない。しかし、既に導入されている場合は、平成22年12月28日付け総行経第38号総務省自治行政局長通知に基づき、事業の趣旨と内容を踏まえ、以下の事項を厳守する。

　　①　人件費や必要な経費の削減による支援員の処遇と保育環境の低下とその結果生じる保育の質の低下を招かない。

　　②　「長期的・継続的な保育の提供」、「専門性の確保」、「関係施設・機関との連携確保・維持」、「利用者の安心感の確保」などが十分に保障できる指定期間とする。

　　③　児童の安全と保護者の信頼が確保できる体制、危機管理ができる体制とする。

（５）「市区町村の責務」について

市区町村は、保育の質の向上に努め、事業者において法令違反や応諾義務の不履行などがあった場合は、勧告や認可・確認の取り消しができることを明記する。
参考）平成22年12月28日付け　総行経第38号　総務省自治行政局長通知
	指定管理者制度の運用について

１ 指定管理者制度については、公の施設の設置の目的を効果的に達成するため必要があると認めるときに活用できる制度であり、個々の施設に対し、指定管理者制度を導入するかしないかを含め、幅広く地方公共団体の自主性に委ねる制度となっていること。

２ 指定管理者制度は、公共サービスの水準の確保という要請を果たす最も適切なサービスの提供者を、議会の議決を経て指定するものであり、単なる価殿格競争による入札とは異なるものであること。

３ 指定管理者による管理が適切に行われているかどうかを定期的に見直す機会を設けるため、指定管理者の指定は、期間を定めて行うものとすることとされている。この期間については、法令上具体の定めはないものであり、公の施設の適切かつ安定的な運営の要請も勘案し、各地方公共団体において、施設の設置目的や実情等を踏まえて指定期間を定めること。

４ 指定管理者の指定の申請にあたっては、住民サービスを効果的、効率的に提供するため、サービスの提供者を民間事業者等から幅広く求めることに意義があり、複数の申請者に事業計画書を提出させることが望ましい。一方で、利用者や住民からの評価等を踏まえ同一事業者を再び指定している例もあり、各地方公共団体において施設の態様等に応じて適切に選定を行うこと。

５ 指定管理者制度を活用した場合でも、住民の安全確保に十分に配慮するとともに、指定管理者との協定等には、施設の種別に応じた必要な体制に関する事項、リスク分担に関する事項、損害賠償責任保険等の加入に関する事項等の具体的事項をあらかじめ盛り込むことが望ましいこと。

６ 指定管理者が労働法令を遵守することは当然であり、指定管理者の選定にあたっても、指定管理者において労働法令の遵守や雇用・労働条件への適切な配慮がなされるよう、留意すること。

７ 指定管理者の選定の際に情報管理体制のチェックを行うこと等により、個人情報が適切に保護されるよう配慮すること。

８ 指定期間が複数年度にわたり、かつ、地方公共団体から指定管理者に対して委託料を支出することが確実に見込まれる場合には、債務負担行為を設定すること。




６．特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営に関する基準
～　確認に関する運営基準（市区町村）　～
（１）特定教育・保育施設等（特定地域型保育事業者含む）が教育・保育の提供が困難な場合は、市区町村および利用者支援の受託者が他の施設等を紹介することを明記する。
　（２）特定教育・保育施設等は、市区町村が行うあっせん、調整、要請および措置に対しては、正当な理由がない場合は、すべて応諾義務とする。また、市区町村が求める報告、質問および、実施する指導、助言についても同様とする。
　（３）特定教育・保育の提供終了に際して密接な連携先として小学校、放課後児童クラブ、児童館を明記する。
　（４）特定教育・保育施設等は、子どもの心身状況等の把握に努めるとともに、必要な援助を市区町村及び関係機関と連携して行うことを義務化する。
　（５）特定教育・保育施設等で提供される食事の提供に要する費用徴収については、保育所機能を踏まえた内容とする。また、「実費徴収」や「上乗せ徴収」は、「必要最小限」とすることを明記する。
　（６）「施設の目的及び運営の方針」等の重要事項に関する規定を定めることおよび公開することも義務化する。また、「職員の担当する子ども数」、「免許・資格」、「正規・非正規」、「非常勤職員の職務等」、「勤続年数」、「収支予算・決算」、「自己・第三者評価」、「監査結果」と労働法令の順守も同様とする。
（７）子ども・子育て支援新制度における給付・事業会計は、その他の事業会計との区分を明確にする。併せて、その他の事業会計への予算流用を禁止する。
　（８）特定教育・保育施設等における保育の利用契約と優先利用は、市区町村が関わる公的契約とする。
  （９）特定教育・保育施設等に職員の勤務体制を定めることと職員の資質向上のための研修の受講を義務化する。
（10）特定教育・保育施設等が、法令違反や応諾義務の不履行などがあった場合は、市区町村は、勧告や認可・確認の取り消しができることを明記する。
別紙３
市町村子ども・子育て支援事業計画に対する
自治労の考え方と要請事項
　
（１）市区町村の責務と役割等について
①　市区町村は、新制度の実施主体としての権限と責務が法定化されたことから、その責任と役割および責務を明確にすること
②　支援事業計画の策定にあたっては、保育等の現場、保育等の利用者（保護者、労働者）など、幅広い関係者の意見を反映すること
③　保育の実施等にあたっては、すべての子どもと子育て家庭への支援の拡充、質の高い保育と教育の提供、子どもの健やかな育ちを重層的に保障することを明記すること
④　公立教育・保育施設については、子ども・子育て支援の専門機関および行政機関の一部であることから、市区町村と同様の責務等を担うことを明記すること（別紙2参照）
事例　障害児、社会的養護を必要とする子ども、新たに市町村に課せられた措置の受け入れや小規模保育事業に関する連携施設、地域の子育て拠点・支援ネットワークなど
　⑤　公立教育・保育施設の民間委託等の方針がある場合は、ニーズ調査結果を踏まえて教育・保育の確保が検討されることや新制度についてはPDCAサイクル手法の導入が求められていることから、一旦保留し、調査結果等を踏まえて、地方版子ども・子育て会議等において再検討すること（別紙2―2－(3)参照）
⑥　本庁体制としては、教育・保育施設の担当部局の一本化および必要な人員、予算を確保し、円滑な事務の実施が可能な体制を整備すること。また、本庁の担当部局に現場事情に精通した保育士等を配置して、現場実態をより反映できる実施体制を確保すること
（２）提供体制の確保等について
①　障害児や社会的養護を必要とする子どもやひとり親家庭等が排除されないための措置を講じること、また、受け入れに当たっては、その子どもや保護者が必要とする配慮や支援および体制を確保することを明記すること
②　児童館など、多様な地域の社会資源を活用することを明記すること
（３）その他
①　利用希望の調査項目である利用状況と希望については、国が示した調査票に記載されている児童館と各自治体等がその現状等に応じて提供している事業も含めること
②　保育士の処遇改善と人材確保を進めること。また、常勤換算や臨時・非常勤雇用は、保育の連続性の確保等についての支障が生じることから見直しすこと
③　地方消費税引き上げにともなう財源については、公立教育・保育施設の改修等にも充当すること

別紙４
地方議会における審議事項と自治労の考え方と要請事項
～　内閣府が示す政省令等を受けて修正＆修正＆補強する　～
＜条例で定めることが義務化されている事項＞
＊原則として関係条例は、2014年10月までに制定後、市町村は認定等を実施する。
１．基本事項（基本指針案）
（１）子ども・子育て支援の基本理念と自治体の姿勢を確認し、必要に応じて基本理念の反映を求める。
（２）市町村の実施責任を確認し、必要に応じて責任の明確化を求める。
（３）子ども・子育て支援事業計画策定および策定にあたって関係者の意見聴取等の義務化に対する自治体の認識と対応を確認し、別紙1～3および以下の3の必要性等を求める。
２．地方版子ども・子育て会議の設置～設置は努力義務～（子ども・子育て支援法77条）
（１）努力義務であることから設置の必要性を求める。
（２）労働者代表委員の参画を求める。
（３）「子ども・子育て支援事業計画」については、PDCAの導入を求める。なお、議会においても新制度の実施状況の報告・検討を行い、同様の措置を求める。
注）既存機関活用の場合は、委員の追加等の機能強化を求める。また、合議機関を設置しない場合は、関係者の意見聴取等は義務化されていることから地方版子ども・子育て会議等の対応と同様の対応を求める。
３．公立教育・保育施設の設置等(地方自治法244条)
（１）自治体の機関の一部であることの役割を確認し、必要に応じてその責務と役割の明確化を求める。（別紙２、参考１～３参照）
（２）自治体にあらたに課せられた措置、小規模保育事業等における連携施設、利用者支援、子ども・子育て支援拠点など、地域ニーズに応じた役割を担うことを求める。
（３）保育の質の評価に関連する公定価格の議論等から保育士等は、正規を原則とすることと臨時・非常勤等の保育士の処遇改善を求める。
（４）その他、地域事情と現場の声に基づき公立教育・保育施設としての役割を求める。
（５）公立教育・保育施設を改修するための財源確保を求める。
４．幼保連携型認定こども園の学級の編制、職員、設備及び運営に関する基準（認定こども園法13条）～　幼保連携型認定こども園認可基準（都道府県、政令・中核市）　～
別紙３の１及び２参照
５．保育所の認可基準～政令・中核市のみ～（児童福祉法45条）

　　～　内閣府が示す政省令等を受けて作成する　～
資料５の１－（２）および別紙６参照
６．保育の必要性の認定基準(子ども・子育て支援法19条等)

～　内閣府が示す政省令等を受けて作成する　～
７．地域型保育事業の認可基準（児童福祉法34条）

別紙３の４参照
８．放課後児童健全育成事業（放課後児童クラブ）の設備運営基準(児童福祉法34条)

別紙３の１及び５参照
９．特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営に関する基準

～確認に関する運営基準事項（子ども・子育て支援法）～
　　　別紙３の１及び６参照
＜議会が関与する可能性がある事項＞
１．市町村子ども・子育て支援事業計画（子ども・子育て支援法27～30条、附則6条）
＊計画案は、2014年4月頃に既存施設に対する新制度への移行の意向調査を実施後、2014年夏頃までにとりまとめ、都道府県に提出、2014年度末までに確定する。
　別紙4参照。また、公立教育・保育施設の在り方に言及（別紙2および参考2～3参照）
２．教育・保育の利用料（子ども・子育て支援法61条）
参考）

【2014年4月28日／官庁速報中央官庁だより】
　◇思った以上に大変でした＝厚生労働省(2)

　幼保連携型認定こども園の設備・運営基準など、新たな保育制度の運営に必要な内容を定めた府省令と告示が、今週ようやくまとまる見通しになった。政府は当初、15年4月の新制度スタートに向け、3月末には基準を示し、市町村が６月議会で条例を制定するスケジュールを立てていた。内閣府の担当者は「言い訳できることではないが」と前置きしつつ、「府省令が五つに、告示が一つと多かった上に、それぞれが関係する法律も大量にあった」と、基準提示が遅れた理由を明かす。雇用均等・児童家庭局の幹部も「思った以上に大変だった。それに尽きる」と疲れた表情を見せる。地方側からは「条例制定を9月議会に先送りにする自治体も出てきた。９月議会の制定では、保護者への周知期間が十分に取れるか不安。新制度への移行を若干、危惧している」（全国市長会関係者）といった声も上がっている。同局の若手は「限られた人員で作業している市町村には、迷惑を掛けてしまった」と反省しきり。同局の別の幹部は「若手を中心に夜を徹して頑張ってくれていたのだが、何せ作業が膨大で…」とため息。「各市町村で条例が制定されなければ、新制度導入は失敗ということになる」と訴え、地方側の協力を求めていた。（了）
別紙５
自治労がもとめる配置基準と保育現場の現状
Ⅰ．保育所における人員の最低基準についての自治労社会福祉評議会案
2009.7.31 
	児童福祉施設最低基準第３３条（現行）
	自治労案

	保育所には、保育士、嘱託医及び調理員を置かなければならない。ただし、調理業務の全部を委託する施設にあっては、調理員を置かないことができる。
　保育士の数は、乳児おおむね３人につき１人以上、満１歳以上満３歳に満たない幼児おおむね６人につき１人以上、満３歳以上満４歳に満たない幼児おおむね２０人につき１人以上、満４歳以上の幼児おおむね３０人につき１人以上とする。ただし、保育所１につき２人を下ることはできない。
	→要検討
保育士の数は、0歳児2人につき1人以上、満1歳児４人につき１人以上、満2歳児６人につき1人以上、満3歳児12人につき１人以上、満4歳以上の幼児20人につき1人以上とする。この基準に基づき年齢別保育士配置人数を算出し、小数点以下については切り上げとする。
　ただし、保育所１につき２人を下ることはできない。

	《自治労案の考え方》
３歳未満児については、特に個別の関わりが重要な時期。また運動機能の発達、自我の育ち、行動範囲の広がりなど成長発達が著しく、差が大きいため、０歳、１歳、２歳と別々に考える必要がある。食事、排泄の介助、移動時など、余裕をもって行えるよう発達過程に見合った人員配置が必要。また子どもの安全確保の面から、例えば1歳児12人のグループを想定した場合、排泄介助や外からの入室時など、子どもの動き、流れに合わせて必要となる配置は最低3人。（注）
３歳児については集団経験の差や身辺の自立度など個人差も大きく、２０：１では個々への対応ができないことは保育現場では周知の事実。複数担任を基本とすべきであり、グループ規模を最大２４人までとした場合、少なくとも１２：１への改善が求められる。　
もともと３０人を基本として考えられた幼児の保育士数は幼稚園を基本としているが、保育所が長時間の生活の場であることを踏まえ、グループ規模の縮小の検討も課題である。


注）排泄介助の場合、保育士１名はオマルのところにいて排泄物の処理や声かけ（排尿を促す。排尿できたことを褒めてあげる等）をし、１名は衣服の着脱のところにいて着脱等の手伝いをし、１名は残った子ども達の側にいるなど。
Ⅱ．保育現場における現状
１．年齢別の人員配置
（１）年齢別保育が一般的に行われている。
（２）年齢に応じて活動時間に違いがある。
（３）３歳未満児は、複数で担当することが一般的である。
（４）子どもの生活（1日の保育の流れ・ディリープログラム）の節目、保育士と子どもの動線、安全面を考えた上での人員配置である。
２．０歳児（現行３：１以上　自治労案２：１以上）
（１）離乳食の時間が個別対応になるので３人が同じ時間に食事ができるとは限らない。
（２）足し乳が必要な時期であるが順番になり待たせることがある。
（３）ミルクや離乳食前期、中期、後期も食べる回数がそれぞれ異なる。
（４）入所日も日々対応になってきているので、年間通して低年齢の入所児がいると、1対1の対応が必要になってくることも多い。
（５）睡眠時は、乳幼児突然死防止の観点から睡眠チェックを実施している。
（６）睡眠時間も個人差があるので一人が寝ていると職員がつく必要がある。
（７）情緒を安定するための個別に丁重な対応が必要な時期である。
（８）災害時の避難では、一人の保育士は、２人の０歳児しか対応できない。
３．１歳児（現行６：１以上　自治労案４：１以上）
（１）ハイハイの子、歩き始めの子など行動が大きく違う。
（２）様々なことに関心を持ち始めるが危険への認知度が低いため事故や怪我する可能性が高い。また、噛みつきや引っ掻きなども日常茶飯事である。
（３）排泄も同じ時間にまとまってとはならないことも多い。
（４）園外活動も身支度を整えるなど全ての行為に保育士の援助が必要である。
（５）1歳児は散歩車を利用してでかけるが、６人を乗せ散歩車をコントロールしながら安全に行動するにはかなりの重労働である。（園から外に出る、散歩車に乗せる、降ろす、全てを一人の保育士ではできない。事故につながってはいけないので子どもに無理強いをしかねない）
（６）食事時には、個別対応が必要である。
（７）災害時の避難を考慮した場合、現行の配置基準では、対応が困難である。（四日市市の条例）
（８）発達過程において必要とされる言葉と行為をつなげるなどの丁重対応が現状では困難である。
　　　事例）・待ったら、してもらえた。これが「待つ」ということなんだ。
　　　　　・玩具を貸してもらえた。これが順番なんだ。
４．２歳児（現行６：１以上　自治労案６：１以上）
（１）発達の差が大きい年齢である。
（２）２歳になったばかりの子と３歳の子では行動に大きな違いがある。
（３）トイレトレーニングや衣服の着脱、食事等の基本的生活習慣の自立や子ども同士の関わりを学ぶ時期で、個別の対応が必要な年齢でもある。
（４）トイレトレーニングでは、ほかの子どもから目をはなしてしまう。
（５）散歩時も保育士と手をつなぎながら歩くが、安全に歩くには集団規模も考えなくてはならない。
５．３歳児（現行２０：１以上　自治労案１２：１以上）
（１）食事の準備片づけ、排泄（トイレにつく）など保育士が一人だと子どもから目を離すことになり怪我など迅速に対応できないことも多い。なお、トイレを失敗する子どもも多い。
（２）一人担当だと現時点では散歩時などに園内で都合をつけあい保育しているのが現実で、子どもの興味や関心に十分に対応できていないと思われる。
（３）支援の必要な子どもが複数いて保育士の加配で対応している現状がある。
（４）３歳児でもおむつをしていたり、食事や着替えも一人でできない子どもがいる。また、この時期に発達障害等のチェックが入る場合が多い。
（５）１テーブルに着席できるのは６人が限界であるが、２テーブルまでは、１人の保育士で対応できることから１２：１以上の配置基準が妥当である。
６．４歳以上児（現行３０：１以上　自治労案２０：１以上）
（１）現行の配置基準では、個々への指導が十分できない。また、１日声をかけない子どももいる。
（２）発達の個人差や家庭の背景などの事情で、同一に教育を進められない状況が多くなってきている。
７．その他
（１）全年齢ともに複数担任か、保育補助をつけることが望ましい。
（２）様々な感染症対応で、現場は日々、消毒作業が行われている。
（３）保護者との関係がつくることができないため、３歳以上児に愛着障害を起こしている子どもが増えている。
（４）保育士は、児童票などの個人記録や要録など、膨大な事務量を抱えている。
（５）長時間保育の当番のローテーションをこなしながら、この事務を平行していくために、ほとんどの保育士は仕事を自宅に持ち帰らなければならない（月・週・日案、実践記録など）。しかし、個人情報にかかる部分は持ち帰ることができず、日々、勤務を超過している。
別紙６
自治労が考える放課後児童クラブの新たな基準(概要版)
【従うべき基準】
	職員の資格について
	「放課後児童指導員」資格を創設。国家資格とする事。
１．放課後児童クラブには、放課後児童指導員を配置すること。
２．放課後児童指導員は、放課後児童指導員実務研修を修了した者とし、この研修の受講資格者は、以下の者とする。
（１）保育士資格を有する者。
（２）学校教育法の規定により、幼稚園・小中学校・高等学校の教諭となる資格を有する者。
（３）児童福祉事業で2年間の実務経験を有し、放課後児童指導員実務研修受講試験に合格した者。（現認の指導員のうち資格を有していない者が、スムーズに資格を取得できる移行措置が必要であるための救済措置）

	員数について
	児童20名につき1名以上の放課後児童指導員を配置すること。但し保育時間中は安全確保の観点から複数配置とし、1学童保育所につき2名を下回ることはできない。40名を超えた場合は3名以上を配置。


【参酌すべき基準】
	施設・設備
	・専用スペースの確保。
・児童1人当たりの保育面積1.65㎡（ロッカーや玄関等は除く）※ただし、高学年の入所を踏まえ、再考が必要。
・その他事業に必要な設備や備品の確保。

	開所時間
	・学校開校日は1日6時間（保育準備時間を含む）
・学校休業日については1日8時間を原則。

	開所日数
	保育所等からの保育の連続性を考慮し、4月1日～3月31日まで開所。


参考　指定管理者制度について
・他団体との選定に勝ち残るため、人件費の削減が必須事項となり、正規指導員の雇用の停止や非正規指導員の雇用増加に頼らざるを得ない実態がある。
・5年ごとの選定により、長期的な保育の見込みが望めない。また、雇用の不安定が生じ、特に非正規指導員は単年度雇用にせざるを得ないため、有望な人材の流失につながる実態がある。
・利用者の立場から、運営団体が変わることでの不安感を与えている。
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